
２６ ２７ ２８ ２９ ３０

（序文）
　長岡工業高等専門学校（以下、
「本校」という。）は、第３期中期
目標を達成するための第３期（平成
２６年度から平成３０年度まで）中
期計画（以下「中期計画」とい
う。）を次のとおり定める。

（基本方針）
　本校は、中学校卒業後の早い段階
から、座学だけでなく実験・実習・
実技等の体験的な学習を重視したき
め細やかな教育指導を行うことによ
り、産業界に実践的技術者を継続的
に送り出してきている。
　さらに、これまで蓄積してきた知
的資産や技術的成果をもとに、生産
現場における技術相談や共同研究な
ど地域や産業界との連携への期待も
高まっている。
　このように本校にさまざまな役割
が期待される中、高等学校や大学と
は異なる高等専門学校の本来の魅力
を一層高めていかなければならな
い。また、法人本部がその機能を発
揮し、イニシアティブを取る必要が
ある。
　こうした認識のもと、大学とは異
なる高等教育機関としての国立高等
専門学校固有の機能を充実強化する
ことを基本方針とし、中期目標を達
成するための中期計画を以下のとお
りとする。（中期目標期間）
　中期計画期間は、平成２６年４月
１日から平成３１年３月３１日まで
の５年間とする。

１　教育に関する事項

　高等学校や大学の教育課程とは異
なり中学校卒業後の早い段階から実
験・実習・実技等の体験的な学習を
重視した教育を行い、製造業を始め
とする様々な分野において創造力あ
る技術者として将来活躍するための
基礎となる知識と技術、さらには生
涯にわたって学ぶ力を確実に身に付
けさせるため、以下の観点に基づき
高等専門学校の教育実施体制を整備
する。
（１） 入学者の確保

① 中学校長や中学校PTAなどの全国
的な組織への広報活動を行い、メ
ディア等を通じた積極的な広報を行
う。

(1)①１ ・県および市町村教育委員会，県内中学校校長会等と情報交換を行うための交流活動を推進する． 新潟市教育委員会を訪問し情報交換を行い，新潟市中学校校長会での学校
PR等を行った。さらに校長が新潟地区12校および上越地区5校の中学校を訪
問したほか，のべ38名の教員で県内約130校の中学校訪問を実施し本校のPR
および中学校での進路指導の状況について聞き取り調査を行った。今後，
県内中学校や他の市町村との交流活動のための調査検討を行い，次年度以
降の活動に反映させる予定である。

○ ○ ○ ○ ○

(1)①２ ・中学生向けイベント等への協力について検討し，メディアやイベントを通じた学校名の浸透を図る。 ・約1,500名の中学生・保護者が参加した長岡市主催の「ながおかハイス
クールガイダンス」に出展し，ステージ発表およびロボットのデモンスト
レーション展示，三つ折りパンフレットの配布を行った。
・埼玉県で開催され約52,000人が参加する「彩の国進学フェア2014」に出
展し，学校紹介・相談ブースを開設した。
・BSN・TOP杯新潟県数学選手権大会に協賛し，大会運営に協力するととも
に，参加者への学校紹介を行った。
・BSNのTV・ラジオ番組「情熱にいがた」の取材を受け，その内容が放送さ
れ、HPにも掲載された。

○ ○ ○ ○ ○

(1)②１ ・オープンキャンパスの告知方法および実施内容、体験学習内容の改善に取り組む。 インターネット検索サイトの連動広告を利用し，県内中学生をターゲット
に絞ったオープンキャンパスのPRを行った。その他，告知方法については
(1)③１を参照。）昨年度より参加者が増加することを想定して実施内容を
検討し，実施体制を強化した結果，実数676名（1名増加）の参加者からの
アンケート調査（回収率80%）において全プログラムで96%以上から「大変
良かった」または「良かった」という評価が得られた。中学生は体験学習
に対する評価が最も高く，87%が「大変良かった」と回答しており，各専門
学科で改善をはかった効果と思われる。

○ ○ ○ ○ ○

16 長岡高専　平成２６年度　年度計画の実績報告

確認事項
（高専機構コメント）

年度計画実施年度

② 中学生が国立高等専門学校の学習
内容を体験できるような入学説明
会、体験入学、オープンキャンパス
等を充実させ、特に女子学生の志願
者確保に向けた取組を推進する。

第３期中期計画 平成２６年度実績報告年　度　計　画
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確認事項
（高専機構コメント）

年度計画実施年度

第３期中期計画 平成２６年度実績報告年　度　計　画

(1)②２ ・入試説明会、中学校訪問、中学生向け進学イベントにおける説明資料および説明内容の充実を図る。 ・中学校主催の高校説明会での説明資料を更新し，バリエーション追加お
よび動画版の作成を行った。動画版は各種イベントにおいて開始時間前の
待ち時間等に上映して活用を図った。
・オープンキャンパスのプレゼン資料を更新し，説明内容の改善を図っ
た。アンケート調査結果（前項参照）では学校説明に対し，回答者の58%が
「大変良かった」と評価し，昨年度（53%）より向上した。
・11月末まで実施中の入試説明会では，プレゼン資料を更新するととも
に，現5年生および専攻科2年生の進路状況を紹介するポスター展示を行っ
た。今後，会場でのアンケート調査結果の集計と分析を行ない，改善を図
る。

○ ○ ○ ○ ○

(1)②３ ・後援会、同窓会の協力を得ながら、新潟市など主要都市において中学生対象のイベントを開催する。 ・同窓会の協力を得て新潟市で進学イベント「体験！リケなび in にいが
た」を開催し，中学生と保護者約40名が参加した。アンケート調査による
参加者の評価は高いが，参加者が少なかったため，企画・周知の時期やイ
ベントの必要性について今後検討が必要である。
・後援会の協力を得て新潟県立博物館で「長岡高専サイエンスフェスタ in
新潟」を開催し，中学生には入館料無料のサービスを実施した。しかし，
参加者の大部分は小学生以下で，中学生に対するPRの効果は薄いため，今
後イベントの内容や必要性について検討が必要である。

○ ○ ○ ○ ○

(1)②４ ・女子中学生向けホームページの開設，「高専女子百科Jr.長岡高専版」を県内・近県の中学校に配布を行っ
て，女子中学生への広報活動を進める。

女子中学生向けホームページについてを12月下旬に開設した。また、高専
女子百科Jr.を増刷し、12月上旬に県内中学校（2年生女子全員）に配布し
た。

○ ○ ○

(1)②５ ・本校に適正を持つ女子中学生の獲得に向けて，大学と連携したJST事業として，女子中学生むけの進路相談会
（女子専攻科生をTAとして参加）や科学体験・講演会を実施する。また，オープンキャンパスで女子中学生限
定テーマを開講する。

長岡南中学校に女子専攻科2名をTAとして派遣し，高専の紹介や科学体験を
行った（参加者10名）。学園祭11/2に併せてテクノ手芸（参加者20名）お
よびロールモデル講演会（参加者42名）を実施した。また，オープンキャ
ンパスにて女子中学生限定テーマを開講し，2日間で32名が参加した。

○ ○ ○

(1)③１ ・学校案内，オープンキャンパスポスターなどの内容充実を図る。 学校案内は本校の魅力をアピールできるように構成を見直した。本校1年生
の出身中学にはオープンキャンパスの告知ポスターに個別メッセージを加
える，参加申込みハガキ付きのパンフレットを作成・配布するなどの工夫
を前年度と同様に行った。

○ ○ ○ ○ ○

(1)③２ ・広報資料の見直しと整理を行い，バリエーションの最適化を図る。 中学生向けの配布資料として，学校案内，オープンキャンパスパンフレッ
ト，三つ折りパンフレットなどを用意し，内容を更新した。昨年度作成し
た三つ折りパンフレットを更新し，各種イベントで利用するほか，年度当
初の学校案内が完成するまでの期間における説明資料として活用した。さ
らに，本校HPトップ画面において中学生向けのコンテンツ「長岡高専
Guide」を新規に掲載し、中学生、保護者が活用しやすいように公開を行っ
た。

○ ○

(1)④１ ・入学者の成績状況を分析し，本校に適合できなかった学生の状況を入試との関係で把握する。 入学者の成績状況を分析し，本校に適合できなかった学生の状況を入試成
績との関係を調査した。

○ ○ ○ ○ ○

(1)④２ ・上記分析結果を踏まえ，本校に適正を持つ入学者を選抜するよう，学力および推薦入試の選抜基準を見直
す。

上記分析結果を踏まえ，推薦入試の選抜方法に作文を加えることの検討を
開始した。

○
検討

○ ○

(1)⑤１ ・進学説明会等でより具体的に本校の教育内容を説明し，受験希望者の本校への理解を深める施策を継続的に
行う。

進学説明会を10回実施し，また，中学校訪問を145校，中学校主催の高校説
明会に42校参加した。

○ ○ ○ ○ ○

(1)⑤２ ・女子中学生の対象とした講演会や体験学習を実施し，理系に興味を持ち，適正を持つ学生の確保を進める。 学園祭において女子中学生の対象とした講演会や体験学習を実施し，ま
た，オープンキャンパスにおいて女子中学生限定授業を行った。

○ ○ ○ ○ ○

(1)⑤３ ・体験学習や出前授業，「青少年のための科学の祭典」への参加，長岡高専サイエンスフェスタin新潟の実施
等を通じて，本科学・工学の啓蒙活動を進めるとともに，本校のブランドを広く広報する。これらの活動を通
じて，本校に適正を持つ中学生の応募につなげる。

体験学習や出前授業を58回実施し，また，県内3箇所の「青少年のための科
学の祭典」への参加した。新潟市において，8月30日に「体験！長岡高専リ
ケなびinにいがた」を，10月5日に「長岡高専サイエンスフェスタin新潟」
を実施した。

○ ○ ○ ○ ○

（２） 教育課程の編成等

(2)①１ ・学科を跨ぐ「学科専攻科横断型一貫教育プログラム」として平成２５年度に創設した「新エネルギー創成教
育プログラム」を継続・充実する。

「新エネルギー創成教育プログラム」の2年目となり当初の計画通りに進行
している。本年度にスタートした｢エンジニアリングデザイン教育プログラ
ム｣と2つを組み合わせて、機構の平成27年度研究推進モデル校トライアル
を実施することになった。

○ ○ ○ ○ ○

(2)①２ ・「学科専攻科横断型一貫教育プログラム」の新たな分野を検討し、新設する。 新たに本年度後期から｢エンジニアリングデザイン教育プログラム｣がス
タートした。

○
検討

○
検討・
実施

○
検討・
実施

○
検討・
実施

○
検討・
実施

(2)①３ ・学科のカリキュラムでアクティブラーニング科目を設ける教育課程を検討し編成する。 教務委員会が主導して各学科でカリキュラムの改訂を進めている。その中
でアクティブラーニングの要素を漏るこむように依頼している。本年度は
アクティブラーニング導入の試行として予習を主体とする「反転授業」を
各学科の2つの科目で実施し、その結果に関する報告会を開催した。

○
検討

○ 【企画課】依頼状況は？

(2)①４ ・教職員対象に、授業にPBLやアクティブラーニングを盛り込む方法やその効果に関する講演会を実施する。 アクティブラーニングに関する校外での研修を受けてきた教員による、研
修の内容を主とした講演会を3回実施した。また、11月14日に機構の教育研
究調査室より講師を迎え、モデルコアカリキュラムとアクティブラーニン
グに関する講演会を開催した。

○ ○ ○ ○ ○

⑤ 入学者の学力水準の維持に努める
とともに、女子学生等の受入れを推
進し、入学志願者を維持する。

② 中学生が国立高等専門学校の学習
内容を体験できるような入学説明
会、体験入学、オープンキャンパス
等を充実させ、特に女子学生の志願
者確保に向けた取組を推進する。

③ 中学生やその保護者を対象とする
各高等専門学校が活用できる広報資
料を作成する。

① 産業構造の変化や技術の高度化、
少子化の進行、社会・産業・地域
ニーズ等を踏まえ、法人本部がその
機能を発揮し、イニシアティブを
取って、専門的かつ実践的な知識と
世界水準の技術を有し、自律的、協
働的、創造的な姿勢でグローバルな
視点を持って社会の諸課題に立ち向
かう、科学的思考を身につけた実践
的・創造的技術者を養成するため、
本校の配置の在り方の見直し及び学
科再編、専攻科の充実等を行う。ま
たその際、個々の高等専門学校の地
域の特性を踏まえ、教育研究の個性
化、活性化、高度化がより一層進展
するよう配慮する。
　また、その前提となる社会・産
業・地域ニーズ等の把握に当たって
は、法人本部がイニシアティブを
取ってニーズ把握の統一的な手法を
示す。

④ ものづくりに関心と適性を有する
者など国立高等専門学校の教育にふ
さわしい人材を的確に選抜できるよ
うに適切な入試を実施する。
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確認事項
（高専機構コメント）

年度計画実施年度

第３期中期計画 平成２６年度実績報告年　度　計　画

(2)①５ ・産業構造の変化や技術の高度化、少子化の進行、社会・産業・地域ニーズ等に対応するため，各学科の教育
課程の見直し、教育課程の改訂を実施する。

平成27年度入学生から新しい教育課程を実施するため，現行教育課程の見
直しを実施し，新教育課程を作成し，導入の準備を進めた。

○
検討

○
実施

(2)①６ ・英語教育を促進するために専攻科特別研究発表会の口頭発表を英語で実施する。 平成27年1月23日に開催した専攻科特別研究発表会において，専攻科1年生
に3分間の英語によるショートプレゼンテーションを実施した．また、1、2
年生共に発表要旨には英文によるAbstractを記載した。これらを実施する
にあたって、英語科教員による「まとめ方・プレゼンの仕方」の講演会と
希望者に対する発音チェック指導も実施した。さらに、成果を調査するた
めに、1年生の全プレゼンをビデオにて収録した。成果を次年度以降に反映
させる予定である。

○
検討

○ ○ ○ ○

(2)①７ ・学際領域を含む広範な見識を得るため、全専攻合同による専攻科フォーラムを開催し、企業人・OBによる講
演を実施する。

平成26年7月4日に全専攻合同による専攻科フォーラムを開催し，企業人に
よる特別講演および専攻科2年生による就職･進学報告会を行った．特に就
職・進学報告会に於いては、前もった調査と英語を用いたコミュニケー
ション能力の重要性が強調されていた。さらに，10月7日に専攻科1年生を
対象としたOBOG懇談会を実施した．ここでも、社会人としてグローバルな
展開を求められることが必須であることから、英語に対するコンプレック
スを払拭しておくことの重要性が指摘された。

〇 〇 〇 〇 〇

(2)②１ 新教育課程の改訂作業の中で，科目内容の見直しを行い，基本的事項の精
査を進め，その結果を新教育課程に反映させた。

○
検討

○ ○ ○ ○

(2)②２ ・学習到達度試験を実施し、試験結果の分析を基礎学力定着に向けた授業改善に活用する。 学習到達度試験を実施し、試験結果の分析を基礎学力定着に向けた授業改
善に活用している。

○
検討

○ ○ ○ ○

(2)②３ ・TOEIC等を活用して英語力の状況を確認し、全学的な技術者としての英語力強化の取り組みを継続・強化す
る。

TOEIC等を活用して英語力の状況を確認し、また、英語科と専門学科の教員
がWGをつくって連携して以下のような英語力強化の取り組みを行った。
CLIL教育の実践(機械工学科5年)，物理化学実験に関する英語ビデオ教材の
学内共同利用，英語オンラインレッスンによる英語力強化(専攻科)。

○
検討

○ ○ ○ ○ 【教研室】取組内容につ
いて，具体的に記載くだ
さい。

③ 卒業生を含めた学生による適切な
授業評価・学校評価を実施し、その
結果を積極的に活用する。

(2)③１ ・学生による授業評価アンケートを継続するとともに，学校の評価や改善に関する卒業生へのアンケート調査
を実施する。その結果を授業改善につなげる活動を進める。

学生による授業評価アンケートを継続した。また，卒業生へのアンケート
調査を実施した。その結果を各授業の改善に行かす方法を検討した。

○
検討

○ ○ ○ ○

(2)④１ ・新入生対象のクラブ全員加入推奨制度を継続し、毎年度加入数の増加を図り、平成30年度までに全学生の
90％の加入を達成するよう課外活動の活性化を行う。

今年も新入生の全員クラブ加入制度は継続している。クラブ加入数は、体
育会系および文化系をカウントすると、1,000人を超えるが、兼部学生も多
いことから、目標には達していない。今後は、学生会にも協力を求め、加
入と継続を勧めていく予定である。

〇 〇 〇 〇 〇

(2)④２ ・高専体育大会、ロボコン、プレコン、デザコン、プロコンなどに積極的に参加する。
　1)各種コンテスト結果に対する学生表彰制度を行う。
　2)技術力の向上を目指し、外部コーチ等の活用を図る。

1)後期始業式では、地区・全国高専体育大会、鉄道模型コンテスト、化学
グランプリで入賞した学生49名を表彰した。
　今後、ロボコン、デザコン、プロコン、３Ｄプリンタ・アイディアコン
テスト 、英語プレゼンテーションコンテストなどで優秀な成績を収める学
生がいた場合は、翌年度の４月に表彰する予定である。
2)課外活動における外部コーチは現在2クラブ(硬式野球部、バスケット
ボール部）で指導をしてもらっている。本校の教員では難しい技術面の指
導を通した成果が上がりつつある。

〇 〇 〇 〇 〇

(2)⑤１ ・校内外の美化活動を行う。（校内は美シュラン、校外はクリーン作戦） 校内美化活動の「美シュラン」は7月と12月に調査・公表を行った。校外の
クリーン作戦は、4月と10月の2回行い、今年は、校内のクリーン作戦も行
い、地域から評価の声もいただいた。今後は、学生の意識と美しい校内・
校外環境が持続されるようなシステム作りを考えたい。

〇 〇 〇 〇 〇

(2)⑤２ ・長岡市花いっぱいコンクールに参加する。 学生会整備厚生委員会が中心となり、学校に花壇を作り「長岡市花いっぱ
いコンクール」に参加し、優秀賞を受賞した。長岡市「花いっぱいコン
クール表彰式」11月8日(土）で表彰された。今後も学生会の有志を巻き込
み、活動が継続されるようなシステム作りを考えたい。

〇 〇 〇 〇 〇

(2)⑤３ ・まちなかキャンパス長岡の一員として、市民協働事業に参加する。 広報戦略室が中心となり、学生へのアナウンスと参加を促している。 〇 〇 〇 〇 〇

(2)⑤４ ・前年度に比して献血者の増加を図る。 年2回（6月と11月）実施しており、今年はトータル72人が献血に協力して
くれた。昨年は79人で微減である。これは、天候、授業科目など色々な要
因も絡んでいる。今後は、周知方法、回数なども検討しながら増加するよ
うに努めたい。

〇 〇 〇 〇 〇

(2)⑤５ ・ボランティア活動など社会奉仕に係る様々な体験活動へ学生の参加を推奨する。
　1)社会奉仕体験活動の実績単位化の検討する。
　2)体験活動参加への周知、啓蒙を図る。
　3)顕著な活動をした学生を学生表彰の対象とする。

教育課程の見直しの中で，社会奉仕体験活動の実績単位化のする方法を検
討し，様これらの取り組み実績を単位化できるように「一般特別学修」の
科目を設けた。また，体験活動参加への周知、啓蒙を継続的に進めてい
る。また，顕著な活動をした学生を学生表彰の対象とする検討を進めた。

○
検討

○ ○ ○ ○

（３） 優れた教員の確保

① 多様な背景を持つ教員組織とする
ため、公募制の導入などにより、教
授及び准教授については、採用され
た学校以外の高等専門学校や大学、
高等学校、民間企業、研究機関など
において過去に勤務した経験を持つ
者、又は１年以上の長期にわたって
海外で研究や経済協力に従事した経
験を持つ者が、全体として60％を下
回らないようにする。

(3)①１ ・多様な背景を持つ教員組織とするため、教員採用の公募制を継続する。教授及び准教授については、採用さ
れた学校以外の高等専門学校や大学、高等学校、民間企業、研究機関などにおいて過去に勤務した経験を持つ
者、又は１年以上の長期にわたって海外で研究や経済協力に従事した経験を持つ者が、全体として60％を下回
らないようにする。

教員採用の公募制を継続し，一般教育科で准教授2名，機械工学科で助教1
名，電気電子システム工学科で准教授1名の採用を決定した。また，採用さ
れた学校以外の高等専門学校や大学、高等学校、民間企業、研究機関など
において過去に勤務した経験を持つ者、又は１年以上の長期にわたって海
外で研究や経済協力に従事した経験を持つ者が、全体として60％を下回ら
ないよう採用における選抜を進めている。

○ ○ ○ ○ ○

④ 公私立高等専門学校と協力して、
スポーツなどの全国的な競技会やロ
ボットコンテストなどの全国的なコ
ンテストを実施する。

・各分野の基幹科目的な科目について、基本的な知識や技術の内容の精査とその修得状況を確認することを全
学科で検討し、その定着を継続的に進める。

① 産業構造の変化や技術の高度化、
少子化の進行、社会・産業・地域
ニーズ等を踏まえ、法人本部がその
機能を発揮し、イニシアティブを
取って、専門的かつ実践的な知識と
世界水準の技術を有し、自律的、協
働的、創造的な姿勢でグローバルな
視点を持って社会の諸課題に立ち向
かう、科学的思考を身につけた実践
的・創造的技術者を養成するため、
本校の配置の在り方の見直し及び学
科再編、専攻科の充実等を行う。ま
たその際、個々の高等専門学校の地
域の特性を踏まえ、教育研究の個性
化、活性化、高度化がより一層進展
するよう配慮する。
　また、その前提となる社会・産
業・地域ニーズ等の把握に当たって
は、法人本部がイニシアティブを
取ってニーズ把握の統一的な手法を
示す。

⑤ ボランティア活動などの社会奉仕
体験活動や自然体験活動などの様々
な体験活動の実績を踏まえ、その実
施を推進する。

② 各分野において基幹的な科目につ
いて必要な知識と技術の修得状況や
英語力を把握し、教育課程の改善に
役立てるために、学習到達度試験を
実施し、試験結果の分析を行うとと
もに公表する。また、英語について
は、TOEICなどを積極的に活用し、技
術者として必要とされる英語力を伸
長させる。
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（高専機構コメント）
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第３期中期計画 平成２６年度実績報告年　度　計　画

② 教員の力量を高め、学校全体の教
育力を向上させるために、採用され
た学校以外の高等専門学校などに１
年以上の長期にわたって勤務し、ま
たもとの勤務校に戻ることのできる
人事制度を活用するほか、大学、企
業などとの任期を付した人事交流を
図る。

(3)②１ ・技科大・高専間の人事交流，大学・企業との人事交流を促進し、学校全体の教育活動に還元する施策を実施
する。

技科大・高専間の人事交流，大学・企業との人事交流を促進し、来年度１
名の交流人事参加者を決定した。

○ ○ ○ ○ ○

(3)③１ ・教員採用においては，専門科目（理系一般科目）については博士の学位や技術士を有する者，理系以外の一
般科目については修士以上の学位を有する者を公募により採用する。専任教員のうち、この要件を満たす教員
の比率を，専門科目担当の教員について70％、理系以外の一般科目担当の教員については80％を下回らないよ
うにする。

専門科目（理系一般科目）については博士の学位や技術士を有する者，理
系以外の一般科目については修士以上の学位を有する者を原則として公募
を行っている。また、専任教員のうち、この要件を満たす教員の比率を，
専門科目担当の教員について70％、理系以外の一般科目担当の教員につい
ては80％を下回らないよう教員選考作業を進めている。

○ ○ ○ ○ ○

④ 女性教員の比率向上を図るため、
必要な制度や支援策について引き続
き検討を行い、働きやすい職場環境
の整備に努める。

(3)④１ ・女子教員の働きやすい環境整備を継続的にすすめる。また、定期的な女性教職員の懇談会を開催し、職場環
境に関する情報共有や改善提案の収集に努める。

カードキーの導入により、施錠管理の時間を早め、かつ入退室の管理を行
うことで、セキュリティが向上され、働きやすい環境になった。また、1月
および2月に女性教職員の懇談会（2回）を実施し、情報共有や改善提案の
収集を行った。

○ ○ ○ ○ ○

⑤ 中期目標の期間中に、全ての教員
が参加できるようにファカルティ・
ディベロップメントなどの教員の能
力向上を目的とした研修を実施す
る。また、特に一般科目や生活指導
などに関する研修のため、地元教育
委員会等と連携し、高等学校の教員
を対象とする研修等に派遣する。

(3)⑤１ ・教育実践や研修会の報告，授業改善に関する講演等の全教員が参加するファカルティ・ディベロップメント
活動を定期的に実施し，教員の資質向上に努める。また，地元教育委員会等の研修会に参加する。

毎月行っている定例の教員会議後に研修会等の報告を行っており、また、
モデルコアカリキュラムの説明会を１回実施し，ファカルティ・ディベ
ロップメント活動を強化している。なお，地元教育委員会と共催した講演
会等は、校務により調整が困難となり参加できなかった。

○ ○ ○ ○ ○

⑥ 教育活動や生活指導などにおいて
顕著な功績が認められる教員や教員
グループを毎年度表彰する。

(3)⑥１ ・優秀教職員表彰制度を継続する。 1月に推薦依頼をし、2月に選考を行い、製造業コンテストで準優勝したグ
ループ、国際会議で研究賞を受賞した教授、校内運営で目覚ましい成果を
上げた准教授を表彰した。

○ ○ ○ ○ ○

(3)⑦１ ・教員を国内外の研修に参加させる。 国内研修参加者：延べ27名、国外研修参加者数：なし、校内研修（ＦＤ研
修）参加者数：延べ222名。外部の研修会に参加した教員はできる限り校内
で説明会を開催し、講習で得た知見を共有するようにしている（校内研
修）。

○ ○ ○ ○ ○

(3)⑦２ ・国際学会に参加した教員およびその内容等ついて校内で公開する。 本年度に国際学会に参加した教員は延べ10名であった。現在、校内webをリ
ニューアル中であり、作業終了後公開する。

○ ○ ○ ○ ○

（４） 教育の質の向上及び改善のた
めのシステム

① 全高等専門学校が利用できる教材
の共有化を進め、学生の主体的な学
びを実現するICT活用教育環境を整備
することにより、モデルコアカリ
キュラムの導入を加速化し、高等専
門学校教育の質保証を推進する。

(4)①１ ・e-Learning等を活用して学生の主体的な学びを実現するICT活用教育環境を整備し，高専間で連携して教材開
発に取り組み，活用をする。また，モデルコアカリキュラムの導入を加速化し、高等専門学校教育の質保証を
推進する。

e-Learning等を活用して学生の主体的な学びを実現するICT活用教育環境を
整備し，長岡技科大が中心となってすすめているeHELPの活動に継続して参
加している。また、他高専及び長岡技科大と連携して教材開発を進めてい
る。

○
分析

○
検討

○
推進

○
推進

○
改善

(4)②１ ・教育の質の改善に努め、ＪＡＢＥＥの教育プログラムを継続する。 継続中である． ○ ○ ○ ○ ○

(4)②２ ・在学中の資格取得を推進するため，研修会の実施等の学習支援に取り組む。また，学生の取り組みを促進す
るため，資格取得を専門科目の単位認定につなげる制度を検討し、実施する。

電気電子システム工学科で電気工事士の研修を実施し，15名が取り組ん
だ。各種資格取得を専門科目の単位認定する科目の親切を検討した。

○
検討

○ ○ ○ ○

(4)③１ ・長岡技術科学大学で開催されるオープンハウス、ならびに豊橋技術科学大学で開催される体験実習を積極的
に活用し、長岡高専生と技術科学大学生、長岡高専生と他高専生との交流を促進させる。

長岡技術科学大学のオープンハウスには６名の学生が、豊橋技術科学大学
の体験実習には１名の学生が参加した。来年度は参加者数が増加するよう
に、学生への案内を繰り返し行う。

○ ○ ○ ○ ○

(4)③２ ・長岡大学が開催している「起業家塾」への学生の参加を継続・推奨し、長岡高専生と長岡大学学生との交流
を促進させる。

長岡大学の起業家塾への参加者数は０であった。来年度は参加者数が増加
するように、学生への案内を繰り返し行う。

○ ○ ○ ○ ○

⑦ 文部科学省の制度や外部資金を活
用して、中期目標の期間中に、教員
に長期短期を問わず国内外の大学等
で研究・研修する機会を設けるとと
もに、教員の国際学会への参加を促
進する。

② 実践的技術者養成の観点から、在
学中の資格取得を推進するととも
に、日本技術者教育認定機構による
プログラム認定等を活用して教育の
質の向上を図る。

③ 専門科目（理系の一般科目を含
む。以下同じ。）については、博士
の学位を持つ者や技術士等の職業上
の高度の資格を持つ者、理系以外の
一般科目については、修士以上の学
位を持つ者や民間企業等における経
験を通して高度な実務能力を持つ者
など優れた教育力を有する者を採用
する。
この要件に合致する者を専門科目担
当の教員については全体として
70％、理系以外の一般科目担当の教
員については全体として80％を下回
らないようにする。

③ 毎年度サマースクールや国内留学
などの多様な方法で学校の枠を超え
た学生の交流活動を推進する。
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(4)④１ ・エンジニアリングデザイン教育等の各高専の優れた教育実践の教材や取組事例を、総合データベースを活用
して情報共有し、教育方法の改善活動を推進する。

・総合データベースを活用して情報共有する取り組みを検討した。また，
石川高専のプロジェクト「オーダーメイド数学活用大辞典システム」に参
加し，教材の活用方法について検討を進めた。
・2014年5月15日にFD講演会として専攻科におけるエンジニアリングデザイ
ン教育の取り組みを全教員に周知し、意見交換を行った。また、学内だけ
でなく学外への情報共有、波及効果を狙って、本校の取り組みを論文集
「高専教育」へ投稿した（10/17査読結果、軽微な修正で掲載可）。

○ ○ ○ ○ ○

(4)④２ ・理数系基礎学力を確実につけるため、特色ある工学基礎教育を継続的に推進する。 　電子制御工学科では、理数系基礎学力を確実につけるため、数理演習の
科目で、繰り返し小テストや、詳細解説等の工夫を行い、工学基礎教育の
徹底を図っている。
　1年生の数理演習Iでは、10月末時点では小テストでの合格率81.3％と、
平成25年度の同時期（79.5％）に対して良好な成績であった。しかし、年
度末では不合格者11名となり、平成25年度（不合格者5名）に及ばない結果
となった。不合格者増加の要因として、小テスト実施回数の減少（121回→
111回）、基本的な学習習慣を改善できなかった学生の増加が考えられる。
前者は混合学級導入により授業時間外での小テスト実施回数が減少したこ
とや，再試験期間の専門科目の時間数が減少したためである。普段の学習
活動が混合学級主体では、クラス一斉で課題提出をする機会が減少しかね
ず，学習習慣の改善効果にも少なからず影響が及んでいると考えられる。
不合格であった学生には単位再評価で十分なケアを行う計画である。
　2年生の数理演習IIでは，昨年度まで7単元(不等式，高次関数等，無理関
数等，対数関数，指数関数，三角関数I,三角関数II)に対して，4点満点の
小テストを基本満点が取れるまでの繰り返し試験を行っていた．しかし，
各単元とも夏休みを利用しても合格率が65.1%　(43人中28人合格，クラス
平均点は52.1点)と労力をかける割にはその成果が出なかった．そこで，平
成26年度から，各単元を100点満点の試験1回に変更することと，試験前の
解説時に演習問題(試験と類似の問題)を行わせて解説するという手順を踏
んだ．しかし，実施方法を変更したが，合格率は58.5%(41人中24人合格，
クラス平均50.1点)と例年並みの結果となった．労力的にはかなり負担の軽
減はできたので，今後は解説時にどれだけ理解をさせる工夫をしていく予
定である．具体的には，反転授業のように自発的に勉強させ，解説後の演
習問題を成績に反映するような仕組みを考えている．

○
検討

○
分析

○
検討

○
発展

○
充実

⑤ 学校教育法第123条において準用
する第109条第1項に規定する教育研
究の状況についての自己点検・評
価、及び同条第2 項に基づく文部科
学大臣の認証を受けた者による評価
など多角的な評価への取組によって
教育の質の保証がなされるように、
評価結果及び改善の取組例について
総合データベースで共有する。

(4)⑤１ ・平成26年度に受審する機関別認証評価の評価結果について、改善を行うべき項目についてリストアップし、
次回平成33年度の機関別認証評価に向けて改善を図る。

10月20日から10月21日に学位授与機構による機関別認証評価を受審し、評
価結果については、平成27年3月に確定及び公表された。評価報告書を教職
員に周知し、「改善を要する事項」の指摘についてはその対応策の検討を
決めことを関係部署に依頼した。また、自己評価書と評価報告書はウェブ
サイトにアップすることにした。

○
検証

○
検証

○
改善

○
改善

○
改善

⑥ 乗船実習が義務付けられている商
船学科の学生を除き、中期目標の期
間中に、8割の学生が卒業までにイン
ターンシップに参加できるよう、産
業界等との連携を組織的に推進する
とともに、地域産業界との連携によ
るカリキュラム・教材の開発など共
同教育の推進に向けた実施体制の整
備を図る。

(4)⑥１ ・インターンシップ参加学生の比率を高める施策を継続的に進め，現状の50％から年々比率を高め、平成30年
度までに80％へ比率を高める。

インターンシップ参加学生学生が，第４学年で45%，専攻科第１学年で100%
であった。第４学年での参加比率を上げるため，平成28年度から科目に必
履修化について検討した。

○ ○ ○ ○ ○

(4)⑦１ ・「企業技術者等活用プログラム」の取り組みを通じた協同教育，地元企業の経営者や技術者を非常勤講師等
で招聘する。

「企業技術者等活用プログラム」の取り組みを，機械設計の研修会を2回，
組み込みシステム系の研修会を2回開催した。

○ ○ ○ ○ ○

(4)⑦２ ・地域との連携を深め，技術者としての職業人への意識の涵養を図る取り組みとして，本校技術協力会と共催
で講演会を開催する。

長岡高専技術協力会化学バイオ部会と共催で、山﨑醸造工場見学・魚沼地
区ビジネス交流会参加ツアーを10月16日開催した。ビジネス交流会の基調
講演として関満博 氏（明星大学経済学部教授、一橋大学名誉教授）による
「成熟と縮小の時代、どこに「希望」を見出すか ～地方のモノづくりの行
方～」の講演がなされた。

○ ○ ○ ○ ○

(4)⑦３ ・環境都市工学科における企業技術者や外部の専門家による教育科目「建設マネジメント」と「応用測量学」
の現状について、担当者から意見を収集する。

収集方法について検討中である。 ○ ○ ○ ○ ○

(4)⑧１ ・「長岡技術科学大学戦略的技術者育成アドバンストコース」および「三機関連携プロジェクト」の取り組み
を通じて，技術科学大学と連携した教育を継続し，一貫した教育プログラムによる指導的技術者育成に取り組
む。

「長岡技術科学大学戦略的技術者育成アドバンストコース」に6名の学生が
参加し，「三機関連携プロジェクト」の取り組みに参加し，技術科学大学
と連携した教育を継続して進めている。

○ ○ ○ ○ ○

(4)⑧２ ・高専ー技科大機械系教員交流集会へ毎年3名以上の参加を実施する。 今年度は５名が参加し、交流研究テーマに関わる討論を高専教員と技科大
教員の混合グループで実施した。モデルコアカリキュラム策定やアクティ
ブラーニングの推進など,教育の質保証の取組みを学び、学科としては反転
授業を試行してその効果と問題点を学内で公表した。

○ ○ ○ ○ ○

⑦ 企業技術者や外部の専門家など、
知識・技術をもった意欲ある人材を
活用した教育体制の構築を図る。

⑧理工系大学、とりわけ技術科学大
学との間で定期的な協議の場を設
け、教員の研修、教育課程の改善、
高等専門学校卒業生の継続教育など
の分野で、有機的な連携を推進す
る。
本科卒業後の編入学先として設置さ
れた技術科学大学との間で役割分担
を明確にした上で必要な見直しを行
い、より一層円滑な接続を図る。

④ 高等専門学校における特色ある教
育方法の取組を促進するため、優れ
た教育実践例を取りまとめ、総合
データベースで共有するとともに、
毎年度まとめて公表する。
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２６ ２７ ２８ ２９ ３０

確認事項
（高専機構コメント）

年度計画実施年度

第３期中期計画 平成２６年度実績報告年　度　計　画

⑨ インターネットなどを活用した
ICT活用教育の取組を充実させる。

(4)⑨１ ・総合情報処理センターの設備を活用した授業を広げるとともに，無線LANを利用したタブレット端末の活用を
進める。

総合情報処理センターの設備を活用して，全学科の情報処理関連授業を実
施し，また、無線LANをを学生が自由に利用する環境を継続しており，授業
でのタブレット端末活用の環境整備を検討した。

○
検討

○ ○ ○ ○

（５） 学生支援・生活支援等

(5)①１ ・ハイパーQUアンケート、Σテストを継続実施し、その結果をフィードバックする。 Σテストは、5月、QUアンケートは、12月に実施し担任・教員に結果を
フィードバックし、ピックアップされた学生への指導を依頼した。学生相
談室とも連携し、問題を抱える学生への早期対応を今後も心がけていきた
い。

〇 〇 〇 〇 〇

(5)①２ ・北関東甲信越地区メンタルヘルス研究協議会・全国国立高専メンタルヘルス研究集会等に引き続き参加し，
メンタルヘルス対応のスキルアップを図る。

全国国立高専メンタルヘルス研究集会に、教員１名、看護師１名で参加。
日本学生支援機構主催の全国障害学生支援セミナーに教員１名が参加。カ
ンファレンスで情報共有し、本校での対応に生かした。「学生相談室だよ
り」を通じて、他の教員、保護者にも概要を周知した。

○ ○ ○ ○ ○

(5)①３ ・専門カウンセラーと学生相談員及びハラスメント相談員による学生相談体制を維持し，カンファレンス等を
通じて学生相談室と学級担任との連携を図る。

学生相談室のカンファレンス内容に応じて、関係教員と対応策を協議し、
実際の対応に生かした。

○ ○ ○ ○ ○

(5)①４ ・学生もしくは教員対象のメンタルヘルス関連講演会を企画、実施する。 就職学生メンタルヘルスガイダンスを２月に実施し、５年生、専攻科２年
生の就職予定者に対して、ストレスへの対処を学ぶ機会を設けた。

○ ○ ○ ○ ○

(5)①５ ・連携支援シートによる特別支援が必要な学生の早期発見･対策に取り組む。 連携支援シートの情報に基づいて、１学年担任・授業担当教員と連携して
対応を検討し、実施した。

〇 〇 〇 〇 〇

(5)①６ ・寮内にもメンタルケアが必要な学生が増加していることに鑑み、寮担当委員もメンタルケア研修会に参加す
る。

明治安田こころの健康財団が主催する集中講座に4回参加する。12月時点で
３回参加済み。主事２回，主時補各１回参加．主にＡＳＤ児，者を対象と
する精神科の先生の講演およびワークショップである。参加日時は９月１
４，１５日，１０月１１，１２日，１１月２９，３０日，２月７，８日で
ある。今後寮務委員会で報告会開催予定。

○
検討

○
実施

○
改善

○ ○

(5)②１ ・寄宿者用備品の古くなったものの交換、充実を学生の要望を調査しながら整備する。 ロッカー２５台，衣類乾燥機１台，いす５台，机１７台，下駄箱１台を更
新し、冷蔵庫１台，ロッカー耐震補強用突っ張り棒（全館）を新規に設
置。

○ ○ ○ ○ ○

(5)②２ ・海外協定校の学生の来日時に宿舎として使用できる部屋の確保の方法を検討し実施する。 ２６年度夏，タイの学生１４名を３泊受け入れ．男子１０名は、畳の大部
屋使用。女子４名は空いている個室使用．２７年度も男女比と滞在日数に
大幅な変化がなければ原状で受け入れを予定。２８年度からはマレーシ
ア・アドテック８名が長期で追加になるが，現在男子８名分の部屋を確保
するため，男子寮の改造計画を立て，予算申請中である。

○
検討・
実施

○
検討・
実施

(5)②３ ・屋上閉鎖に伴い、無くなった洗濯物干し場の代替スペースの確保を図る。 食堂前の一段高くなったスペースに物干しのセット１セット新規に設置。
現在利用のし易さと利用状況を観察中である。主に好天の日，大きいもの
の乾燥に利用されている。スペースはあるので，Ｈ27年度以降追加を検討
する。

○
検討

○
実施

③ 独立行政法人日本学生支援機構な
どと緊密に連携し、高等専門学校に
おける各種奨学金制度など学生支援
に係る情報の提供体制を充実させる
とともに、産業界等の支援による奨
学金制度の充実を図る。

(5)③１ ・日本学生支援機構、地方公共団体、民間育英団体や企業奨学金制度の情報収集とその提供を積極的に行う。
　1)保護者にメルマガの登録を呼びかけ、メルマガを通じた情報の発信を行う。

・日本学生支援機構以外に、地方公共団体、民間育英団体や企業奨学金制
度の情報収集とその案内をメルマガおよび掲示により周知している。

〇
推進

〇
推進

〇
推進

〇
推進

〇
推進

④ 学生の適性や希望に応じた進路選
択のため、企業情報、就職・進学情
報などの提供体制や相談体制を含め
たキャリア形成支援を充実させる。
なお、景気動向等の影響を勘案しつ
つ、国立高等専門学校全体の就職率
については前年度と同様の高い水準
を維持する。

(5)④１ ・各種・各学科に対応したキャリア教育講演会を通じて進路選択の情報を提供する。
　1)H25年度MB科で試行したOB,OGを活用したキャリア教育講演会の対応学科・専攻の幅を広げる。
　2)多様な進路（職業など）を紹介する講演会等を開催する。

1)各学科毎に講演会の依頼を行い、10月に環境都市工学科、11月に機械工
学科で高専卒業後のキャリア形成などについて講演してもらい、学生に自
分の将来像に関する動機付けを行った。
2)11月2日にはJST主催の“リケジョサイエンス！”ロールモデル講演会に
講師等の紹介で協力した。

〇
検討

〇
計画
実施

〇
実施

〇
改善

〇
改善

（６） 教育環境の整備・活用

①施設マネジメントの充実を図り、
産業構造の変化や技術の進展に対応
できる実験・実習や教育用の設備の
更新、実習工場などの施設の改修を
はじめ、耐震性の確保、校内の環境
保全、ユニバーサルデザインの導
入、環境に配慮した施設の整備など
安全で快適な教育環境の整備を計画
的に推進する。特に、施設の耐震化
率の向上に積極的に取り組む。
PCB廃棄物については、計画的に処理
を実施する。

(6)①１ ・全学的な視点に立ち、環境に配慮した教育施設の整備計画の見直しを定期的に行う。 ・構内バリアフリー化計画最終整備である福利厚生棟エレベーターについ
て、Ｈ２６．１２に完成し、福利厚生棟内の学生食堂と２階文化系クラブ
の部室，研究・実験室のある３号館，寄宿舎方面へのアクセスが大幅に改
善し，学校全体のバリアフリーが、さらに向上した。
・ＰＣＢ廃棄物保管状況等届出書を新潟県知事に提出してある。
・キャンパスマスタープランを作成し、建物ごとの適切な改修計画、給排
水・電気・ガス等の基幹設備の適切な整備計画を盛り込んだ。

○ ○ ○ ○ ○ 【施設課】定期的な整備
計画の見直しや、そのた
めに必要な利用状況調査
や集計結果の評価･分析
等の取組もあれば記載す
ること。

②寄宿舎などの学生支援施設の計画
的な整備を図る。

① 中学校卒業直後の学生を受入れ、
かつ、相当数の学生が寄宿舎生活を
送っている特性を踏まえ、高等専門
学校のメンタルヘルスを含めた学生
支援・生活支援の質の向上及び支援
業務等における中核的人材の育成等
を推進する。
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２６ ２７ ２８ ２９ ３０

確認事項
（高専機構コメント）

年度計画実施年度

第３期中期計画 平成２６年度実績報告年　度　計　画

②中期目標の期間中に専門科目の指
導に当たる全ての教員・技術職員が
受講できるように、安全管理のため
の講習会を実施する。

(6)②１ ・｢実験・実習安全必携（機構18年）｣を再配布し、学科長の責任のものとに学科ごとに実験実習の安全策をま
とめる。

学科ごとの実験実習の安全策をまとめるべく依頼するフォーマットを作成
中である。

○ ○
検討

○ ○
検討

○

③ 男女共同参画を推進するため、各
高等専門学校の参考となる情報の収
集・提供について充実させると共
に、必要な取組について普及を図
る。

(6)③１ ・男女共同参画室室員を研修会や講演会に積極的に参加させ，学内で報告会を開くなどして情報を共有する。 「国立高等専門学校機構男女共同参画推進協議会」、「大学等における男
女共同参画推進セミナー」それぞれ室員1名が参加した。「国立高等専門学
校機構男女共同参画推進協議会」については、教員会議後にて報告を行
い、情報の共有を図った。

○ ○ ○ ○ ○

２ 研究や社会連携に関する事項

２①１ ・補助金を得た科学研究費申請書の校内webでの公開を行う。 補助金を得た科研費の申請書について、採択者の承諾を得たものについ
て、事務部にて閲覧を可能として公開した。webでの公開は、外部への持ち
出し、複写等の恐れがあるため取りやめ、校内で希望のあった者のみ閲覧
を可能とした。

○ ○ ○ ○ ○

２①２ ・科研費申請に関する校内ピアレビューシステムの構築を検討し、システムの導入を図る。 H27.4に校内に研究推進室を設立し、その内部に研究力強化センターを置く
ことが決定され、このセンターが主導し、科研費等の研究資金獲得の増額
を目指す体制が図られた。その活動として申請書のピアレビューシステム
の構築を計画中である。

○
検討

○
導入

２①３ ・外部資金獲得に向けた講演会を実施する。 9月19日に高専機構の紀理事と高専機構産学官連携コーディネーター近藤氏
を講師に迎え、外部資金獲得に係る説明会を実施した。平成25年度受入実
績額と比較すると受託研究費は、JSTからの大型予算の配分が少なくなった
ため、19,161千円減少したが、共同研究（3,392千円増）、受託事業（660
千円増）、寄附金（3,286千円増）は、各々受入実績額が増額となってお
り、外部資金の獲得が図られている。今後は、更なる外部資金獲得に向け
て研究推進室が設置され、研究推進及び研究支援体制を学内組織として
図っていくことが決定されている。

○ ○ ○ ○ ○ 【企画課】取組による成
果は？

２②１ ・テクノセンターメールマガジンを通じて，本校研究成果を随時公表する。 平成26年度において、テクノセンターメールマガジンを8回発行した。 ○ ○ ○ ○ ○

２②２ ・財団法人にいがた産業創造機構（NICO）との連携による組込みシステム技術講習及び長岡モノづくりアカデ
ミーCAEコース等の研修事業を継続して実施する。

NICOとの連携により長岡モノづくりアカデミー「3次元CAD(初級、中級)、
CAEコース」を開催した。
実施時期(初級コース:9/19,26,30、中級コース:9/19,10/7,10、CAEコー
ス:9/19,10/17,24,11/7,14,21,28,12/5,12/12)

○ ○ ○ ○ ○

２②３ ・NPO法人長岡産業活性化協会（NAZE）と連携した教職員向け企業見学会，企業向け学校見学会を実施する。 7月30日に、技術協力会発足15周年記念講演会を開催し、併せて校内設備見
学会を実施した。9月17日にNAZEとの連携により企業見学会を実施した。

○ ○ ○ ○ ○

２②４ ・本校の研究成果を公表するために、長岡技術科学大学と連携した行事を開催する。また、県内外の研究シー
ズ紹介行事に参加する。

10月1日燕三条ものづくりメッセ2014との同時開催で技術シーズプレゼン
テーションを行った。その他、以下の展示会等に参加・出展した。9月10～
12日イノベーション・ジャパン2014（東京）、10月1日～2日第3回おおた研
究・開発フェア2014、10月2日全日本製造業コマ大戦燕三条特別場所、10月
16日魚沼地域ビジネス交流会2014。
10月30日〜11月1日フードメッセinにいがた2014、3/27長岡市ものづくり支
援事業説明会

○ ○ ○ ○ ○

２②５ ・地域共同テクノセンターの活用促進に向けて、共同利用設備の利用方法，利用費等について検討する。 適正な利用費の設定のための参考資料とするために、近隣の高等教育機関
の共同利用設備の利用規定等の調査を行った。
機器使用規則を整備している高専での利用状況および本校地元企業のアン
ケート結果から、本校において機器使用のニーズが多いとは言えないた
め、当面は個別に企業との機器使用契約で対応することとした。

○
調査

○
調査

○
検討

○
検討

○
検討

２③１ ・知的財産に関する重要性の啓蒙活動として，知財講演会及び個別の技術相談会を引き続き開催する。 知的財産の適性管理に関する現状等を知的財産担当者で情報共有したうえ
で、啓蒙活動の具体的方策を検討している。

○ ○ ○ ○ ○

２③２ ・技術科学大学や他高専と知的財産に関する連携を深め，特許出願数の増加を図る。 高専機構、技術科学大学の産学連携・知的財産担当コーディネーターを講
師にした講習会等を開催し、知的財産に関する理解と連携を深める機会を
設けることについて、知的財産委員会で検討している。

○ ○ ○ ○ ○

④ 教員の研究分野や共同研究・受託
研究の成果などの情報を印刷物、
データベース、ホームページなど多
様な媒体を用いて企業や地域社会に
分かりやすく伝えられるよう高等専
門学校の広報体制を充実する。

２④１ ・教員プロフィール集の充実を図り、ホームページによる公開を継続する。 従来の教員プロフィール集が研究業績にとどまっていたため、全教員の多
様な業績を明らかにし、教育上の能力、職務上の実績に関する事項を公開
し、各教員の専門性と提供できる教育内容に関することを確認できる
フォーマットを新たに作成し、教育研究活動等の状況について情報公開の
充実をホームページにて図った。特に教育活動実績（担当授業科目、校務
分担、部活動顧問）、社会活動実績（学会活動、学外委員）を新たな情報
として追加し、一般社会に対しての情報の公表を促進した。

○ ○ ○ ○ ○

２⑤１ ・公開講座および出前授業に継続して取り組み、その充実を図る。 出前授業は64件、延べ2,440名を超える方を対象に実施された。本校で開催
された体験学習は6件、延べ200名を超える参加を得た。出前授業、体験学
習は地域における科学の啓蒙と本校のPRの役割を果たしている。

○ ○ ○ ○ ○

２⑤２ ・長岡市まちなかキャンパスにおける本校教員による講座を継続しつつ、その充実を図る。 本校教員により15講座を実施した。多くの市民の参加を得ており、地域の
生涯学習の一助となっている。また、まちなかキャンパス長岡の展示コー
ナーに本校のPR展示を行い、まちなかキャンパス長岡の広報誌である「ま
ちなかキャンパス通信」に本校の名物教授、名物授業の記事を掲載し、本
校のPRにも努めた。

○ ○ ○ ○ ○

③ 技術科学大学との連携の成果を活
用し、国立高等専門学校の研究成果
を知的資産化するための体制を整備
し、全国的に展開する。

① 高等専門学校間の共同研究を企画
するとともに、研究成果等について
の情報交換会を開催する。また、科
学研究費助成事業等の外部資金獲得
に向けたガイダンスを開催する。

② 地域共同テクノセンター等を活用
して、産業界や地方公共団体との共
同研究、受託研究への取組を促進す
るとともに、これらの成果を公表す
る。

⑤ 満足度調査において公開講座
（小・中学校に対する理科教育支援
を含む）の参加者の７割以上から評
価されるように、地域の生涯学習機
関として高等専門学校における公開
講座を充実する。
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（高専機構コメント）
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第３期中期計画 平成２６年度実績報告年　度　計　画

３ 国際交流等に関する事項

３①１ ・学術協定を結んだ泰日工業大学（タイ）との相互訪問を継続して行い、学生・教職員間の交流を活発なもの
とする。

5月25日から5月30日までの間、TNIから学生13名、教員1名が来校し、第1回
GR-SAKURA LED MUSIC DANCE大会を実施した。また8月25日から9月1日まで
の間、長岡高専の学生9名をTNIに派遣し、ロボット製作・競技を行った。

○ ○ ○ ○ ○

３①２ ・マレーシア国立高等技術訓練校（ADTEC)マラッカ校とＭＯＵを締結する。 11月6日にADTEC MelakaとMOUを締結した。 ○

３①３ ・学生海外派遣研修をアジア地域等数か国で実施し，出来るだけ多くの学生が参加できるようにする。 夏季休業期間中に、タイに9名、ベトナムに17名、シンガポールに16名、計
42名の学生を派遣した。

○ ○ ○ ○ ○

３①４ ・キングモンクット工科大学（機構の包括学術交流協定校）の学生の受け入れについて検討し、実施する。 平成27年度の学生受け入れについて検討したが、TNI学生の受け入れ時期と
重なるため、受け入れを断念した。

○
検討

○ ○ ○ ○

３①５ ・長期海外インターンシップを実施する。 機械工学科の学生１名をタイに派遣し、３ヶ月間の海外インターンシップ
を実施した。

○ ○ ○ ○ ○

３②１ ・機構留学生交流促進センター事業（たとえば留学生・国際交流担当者研究集会、アジアの学生の高専体験プ
ログラム等）に積極的に参加する。

7月28日から7月29日に開催された留学生・国際交流担当者研究集会、9月19
日に開催された海外留学支援制度（協定派遣・協定受入）奨学金およびト
ビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム募集に関する説明会に参加し、情報
収集を行った。

○ ○ ○ ○ ○

３②２ ・マレーシア政府、国費、私費の留学生を継続的に受け入れる。特に私費留学生の積極的受入とその奨学金確
保のための努力を行なう。

マレーシア政府派遣の学生３名、日本国費のモンゴル人学生１名、ベトナ
ムからの私費留学生３名を受入れた。

○ ○ ○ ○ ○

３②３ 国際関係学演習の授業を通じ、留学生と日本人学生の交流の機会を増やし、新潟県国際交流協会主催の国際理
解教育プレゼンテーションコンテストに参加する。

新潟県国際交流協会主催、平成26年度国際理解教育プレゼンテーションコ
ンテストに、本校から留学生を含む２チーム（22名）がエントリーし、12
月のコンテストに参加した。国際関係学演習の授業を利用し、地球ラボ室
員の教員がサポートにあたっている。

○
実施
改善

○
実施
改善

○
実施

○
実施

○
実施

３②４ 国際交流推進センターと英語科、地球ラボ室が連携し校内英語エッセーコンテスト等を実施する。 平成26年度校内英語エッセーコンテストのの出場者を募集し、４年生以上
の部、２・３年生の部、１年生の部からそれぞれ応募があり９月に審査が
行われ、１０月に表彰式を行った。参加者が７名と少ないことが改善点で
ある。

○
実施

○
実施

○
実施

○
実施

○
実施

３②５ 語学学習支援の一環として、英語多読など語学学習の実践を支援する。 地球ラボに英語多読の記録帳を常備し、記録帳の更新や紛失した際の再発
行を地球ラボで行えるシステムを開始した。平成27年3月現在、更新・紛失
のために記録帳を取に来た学生は43名、新規追加は31名、その他教員が授
業用として取りに来た部数は76部となっている。

○
検討

○
実施

○
実施

○
実施

○
実施

３③１ ・留学生の日本文化探訪研修旅行を実施する。 6月7日から6月8日にかけての一泊二日で群馬・長野方面に研修旅行を実施
した。留学生17名、日本人学生22名の計39名が参加した。

○ ○ ○ ○ ○

３③２ ・遠足等学生会行事、文化祭，スキー研修等による日本人学生と留学生との交流プログラムを企画・実施す
る。

学生会と協力して、交流プログラムを実施した。 ○ ○ ○ ○ ○

４　管理運営に関する事項

① 本校としての迅速かつ責任ある意
思決定を実現するとともに、スケー
ルメリットを生かし、戦略的かつ計
画的な資源配分を行う。

４①１ ・予算の効率的な学内配分及び更なる一般管理費の縮減を行う。 平成27年度の学内予算配分に係る予算編成基本方針の抜本的見直しについ
て企画運営会議での検討を行い、見直し案について承認を得た。
平成27年度において、本予算配分方針に基づき予算配分を実施する。

○ ○ ○ ○ ○

② 管理運営の在り方について、校長
など学校運営に責任ある者による研
究会を開催する。

４②１ ・高専機構本部主催による管理職を対象とした研修会等に参加させる。 教員については、高等専門学校教員研修（管理職研修）に２名、職員につ
いては新任課長研修会に１名が参加している。

○ ○ ○ ○ ○

③効率的な運営を図る観点から、管
理業務の集約化やアウトソーシング
の活用などに引き続き努める。

４③１ ・事務組織のグループ制を廃止し、係制にすることで責任の所在を明確にするとともに、スムーズな業務遂行
を図る。

１０月１日付けで，グループ制を廃止し係制へと移行した。係制への移行
により，責任の所在を明確にするとともに、スムーズな業務遂行を行って
いる。

○
実施

４④１ ・既存の災害対策マニュアルを取り込んだ危機管理マニュアルを作成する。 危機管理規程を７月に制定し、１０月から施行のうえ、危機管理室を置
き、危機が発生した場合、速やかな対応が取られるよう既存の災害対策マ
ニュアル、不審者対応マニュアル等の内容を取り込み、「危機管理マニュ
アル」を作成した。１１月に全教職員及び警備員に配布し、危機管理に対
する共通認識、情報の共有を図った。

○ ○ ○ ○ ○

４④２ ・危機管理研修会及び情報セキュリティ研修会を実施する。 危機管理マニュアルが完成し、全教職員には一定の危機管理に対する共通
認識、情報の共有は図られたが、今後は、外部講師等を招いてのリスク管
理等に関する講演会、研修会を来年度実施に向け検討し、意識向上に取り
組む。

○ ○ ○ ○ ○

４④３ ・安心安全環境整備会議を定期的に開催し、各部署から報告のあった問題点・課題について検討した結果・対
応策について教職員に周知する。

安心・安全環境整備会議（平成26年10月からは危機管理室会議）を３回開
催し、各所掌委員会等の部署から危機管理に関する問題点の報告がなされ
ている。報告を受け、全教職員に関わる問題点については、校長名により
注意喚起を発信するなどの対応を図った。（Windows XPパソコンの使用に
ついて等）

○ ○ ○ ○ ○

②留学生交流促進センターの機能を
活用して、留学生交流の拡大に向け
た環境整備及びプログラムの充実や
海外の教育機関との相互交流並びに
優れたグローバルエンジニアを養成
するための取組等を積極的に実施す
る。

①安全面への十分な配慮を払いつ
つ、学生や教員の海外交流を促進す
るため海外の教育機関との国際交流
やインターンシップを推進するとと
もに、経済状況を踏まえつつ、法人
本部主催の海外インターンシップの
派遣学生数について、前中期計画期
間比200％を目指す。
　また、技術科学大学と連携・協働
した高専教育のグローバル化に取り
組む。

③留学生に対し、我が国の歴史・文
化・社会に触れる研修旅行などの機
会を学校の枠を越えて毎年度提供す
る。

④法人の課題やリスクに対し組織一
丸となって対応できるよう、研修や
倫理教育等を通じた全教職員の意識
向上に取り組む。
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４⑤１ ・公的研究費使用マニュアルを周知徹底する。 「会計ルールのポイント（研究費等の使用）（平成26年7月1日）」を今年
度新たに作成し、全教員に配布した。また、併せて教員会議において本冊
子の内容について説明を行った。

○ ○ ○ ○ ○

４⑤２ ・毒物・劇物検査、納品検収、不動産検査、物品検査の本校マニュアルを作成し、それに基づいた内部監査を
実施する。

毒物・劇物検査、納品検収、不動産検査、物品検査、公的研究費に係る内
部監査、の各マニュアルの本校版を作成し、今年度、本マニュアルに基づ
き検査等を実施した。

○ ○ ○ ○ ○

⑥職員や技術職員の能力の向上のた
め、必要な研修を計画的に実施する
とともに、必要に応じ文部科学省な
どが主催する研修や企業・地方自治
体などにおける研修などに職員を参
加させる。

４⑥１ ・高専機構本部主催，国立大学等の主催する研修会に積極的に参加させる。 今年度，高専機構本部及び国立大学等より開催案内のあった約３０件の研
修会の内，約２０件に参加させており，昨年度以上に参加をさせている。
対象者のある研修には、日程に都合がつく限り，積極的に参加者を出して
いる。

○ ○ ○ ○ ○

⑦事務職員及び技術職員について
は、国立大学との間や高等専門学校
間などの積極的な人事交流を図る。

４⑦１ ・国立大学や高等専門学校間の人事交流を計画的に行う。 １０月１日付で，国立大学法人より２名の事務職員を受け入れた。今後
も，国立大学との人事交流を計画的に行う予定である。

○ ○ ○ ○ ○

４⑧１ ・校内ネットワークシステムの情報セキュリティ対策の見直しを図る。 システムの不具合について情報収集に努め，随時対応している．本年度は
OpenSSL、bash、SSL3.0の脆弱性への対応や、ファイアウォール、認証サー
バのセキュリティアップデートなどの対策を行った。本年度は特に問題は
発生しなかった。

○ ○ ○ ○ ○

４⑧２ ・教職員の情報セキュリティ意識向上のため、啓蒙活動を実施する。 ○ ○

４⑧３ ・教職員の情報セキュリティ意識向上のための研修を継続して実施していく。 機構本部より指示のあった「教職員を対象とした情報セキュリティ教育」
に関して，教職員全体にＰＲを行い，また総合情報処理センターにて受講
すべきe-ラーニング教材「倫倫姫」を利用するための支援を行った。10月
までに全教職員が受講を完了した。

○ ○ ○ ○ ○

⑨ 本校において、機構の中期計画お
よび年度計画を踏まえ、個別の年度
計画を定めることとする。なお、そ
の際には、各国立高等専門学校及び
各学科の特性に応じた具体的な成果
指標を設定する。

４⑨１ ・第三期中期目標期間における中期計画を達成するための具体的な事項を年度計画として各部署で策定し、そ
れを５年間の各年度に割り振る。高専機構による年度計画のフォローアップにより、計画の進捗状況を確認
し、計画の変更、追加、見直しを行い、改善を図る。

機構の中期計画および年度計画を踏まえ、各部署で具体的な事項を策定
し、中期目標期間の５年間に各年度ごとの計画を検討し、割り振って年度
計画の策定を行った。

○
検討
策定

○
改善

○
改善

○
改善

○
改善

５　業務運営の効率化に関する事項

①一般管理費の縮減 ５①１ ・一般管理費の縮減に必要な業務運営の見直し、光熱水量の縮減を図り、業務の効率化を行う。 平成27年度の学内予算配分に係る予算編成基本方針の抜本的な見直しを
行った。　また、一般管理費の縮減に向けて複写機契約の統合並びに複数
年契約の導入、清掃契約の複数年契約の導入について具体的な検討を行っ
た。

○
検討

○
実施

○ ○ ○ 【財務課】具体的な削減
（案）の検討状況を記載
してください。

②随意契約の見直し ５②１ ・各種契約内容の見直しを図り、新たな契約手法（リバースオークション等）を検討する。 リバースオークションをすでに導入している新潟大学の現状、課題等の現
地調査を行った。

○
検討

○ ○ ○ ○

⑧業務運営のために必要な情報セ
キュリティ対策を適切に推進するた
め、政府の方針を踏まえ、情報シス
テム環境を整備する。

⑤ 平成23年度に策定した「公的研究
費等に関する不正使用の再発防止
策」の確実な実施を徹底させるとと
もに、必要に応じ本再発防止策を見
直す。
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